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指標 指標値 単位
目標
年月

実績値 事業効果 事業評価 意見

1
プレミアム
商品券発行
事業

①商工会より町内の商工会加盟店舗で使用
できるプレミアム商品券（50％増し）を発行し、
コロナの影響を受けている町内事業所の活
性化を図り、中小・小規模事業者等への支援
を行う
②プレミア分50％上乗せのうち、40％の費用
（10％は町）
③8,000人×30千円×40％（町民一人当たり
30千円を上限とする）=96,000千円
④町民（町内の中小・小規模事業者の店で商
品券を使用）

96,000,000 96,000,000 R4.4 R5.3

8,000人×30千円=240,000千円
の販売(ﾌﾟﾚﾐｱﾑ分50％を含ん
だ額面360,000千円)
販売率100％
指標値は、交付金充当予定の
額面の40/150の96,000,000円

96,000,000 円 R5.3 96,000,000

18歳以上の町民約8,000
人に対して一人当たり3
万円を上限としてプレミ
アム分50％（額面4.5万
円）で事業を実施したと
ころ、完売となり好評で
あった。通常の10％プレ
ミアムとは違い、町内事
業所の活性化を図り、中
小・小規模事業者等への
支援には有効であった。

Ａ＝92％

Ｂ＝8％

Ｃ＝0％

●消費を促進するため
の一定の効果が認めら
れる。
●対象者が増加した事
と、地元企業への効果
があったと思います。
●町内にお金を還流さ
せるという意味で、効
果が大きかったと思わ
れます。
●商工会への加盟率が
分からないが、商工会
に加盟していない店な
どでも使用できれば更
に良かったと思う。
●前年に比べ、より多
くの住民に対し効果が
あった。データのとお
り住民の評判も高い。

地域振興課

2
社会教育施
設自動水栓
化事業

①町内にある公民館などの社会教育施設に
おける手洗いの水栓を自動化し、水栓に触れ
ないようにすることで、感染症予防対策とす
る。
②実施設計及び監理委託料、修繕料
③
・実施設計及び監理委託料　2,100千円
・自動水栓化改修工事　【合計】　6,000千円
琴南公民館他7施設
（内訳）500千円（実施設計及び監理）、5,500
千円（工事費）
④まんのう町

6,000,000 6,000,000 R4.4 R4.9
社会教育施設8箇所
48水栓自動化改修

8施設48箇所 円 R5.3
8施設48箇所

3,988,600

●事業実績
　3,988,600円

コロナ臨時交付金を有効
に活用して、町内公民館
等の社会教育施設のう
ち、水栓が自動化されて
いない箇所について、自
動化の改修工事を実施
し、予定していた8施設
48箇所の自動水栓化が完
了し、経費も予定より安
価に抑えられた。

Ａ＝77％

Ｂ＝23％

Ｃ＝0％

●感染リスクの低減が
認められる。
●住民の生活スタイル
は変化しておりそれに
合わせた取り組みは評
価できる。
●効果があった。

生涯学習課

3

未来応援給
付金事業
（所得制限
者分）

①基準日（R3.9.30）までに生まれている子ど
も（18歳以下）及びR3.10.1～R4.3.31までに生
まれた子ども一人につき10万円を保護者等
（国庫補助規定にかかる所得制限を超えてい
る者）に支給し、特にコロナ感染の拡大の影
響による収入減が、生活に大きな影響を及ぼ
す子育て世帯に対して緊急の支援を行う。
②一人につき10万円を支給
③18歳以下の住民　20人×100千円＝2,000
千円
振込手数料　15千円
④18歳以下の子を持つ保護者等

2,015,000 2,015,000 R4.4 R4.5
子ども20人に対し一人当たり
10万円を給付、給付率100％

2,000,000 円 R5.3 1,300,000

●給付実績
子ども13人

昨年度実施した事業で、
支給できなかった対象者
に対して再度通知を送付
し１８歳以下の子どもの
保護者全てにもれなく支
給できるように実施した
ものであるが、特にコロ
ナ感染症拡大の影響によ
る収入減及び物価高が、
生活に大きな影響を及ぼ
す子育て世帯に対して支
援を行ったことは家計の
一助となり一定の効果が
あったと思慮される。

Ａ＝62％

Ｂ＝38％

Ｃ＝0％

●直接的な経済支援と
なっているが、対象者
全てかは不明。
●子育て支援は、大き
な関心となっており、
評価できる。
●所得制限に該当する
高所得者にとっても子
育ては負担の大きな問
題であり、子どもの所
得控除が廃止された現
状では、子育てに関す
る何の税制的恩恵がな
い事をみれば、正当な
施策だったと評価でき
ると思います。
●対象者全員ではな
かったと思われること
から、限定的だった様
に思う。
●13名の子ども目線で
考えると効果はあっ
た。

福祉保険課

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業効果検証シート

№ 事業名

    事業概要
     ①目的・効果
     ②交付金を充当する経費内容
     ③積算根拠（対象数、単価等）
     ④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
＜予算＞

(円)

うち
交付金額
＜予算＞

(円)

事業
開始
年月

事業
完了
年月

重要業績評価指標(KPI) 事業終了後の実績値
実績を踏まえた事業の
今後について(自己評価) 有識者会議での評価

担当部課

今後の方針及び理由

昨年度から内容を変更
し、18歳以上の町民とい
う年齢要件は変えずに、
購入限度額を4万円から3
万円縮小させたが、対象
者数を7,000人から8,000
人に増やすと共にプレミ
アム分を40％から50％に
上げたことで、より多く
の住民に事業の効果が波
及し、消費喚起につな
がった。

住民が多く利用する施設
の蛇口を、触れない蛇口
に交換することで、コロ
ナをはじめとする、感染
症の予防対策に一定の効
果はあったと思われる。

昨今の物価高、とりわけ
生活必需品の値上がり
は、どの家庭にも打撃と
なっており、国の補助事
業の対象外の所得制限超
過世帯にも重さは違えど
のしかかってきており、
今後の声なき少数派にも
配慮できるような事業を
実施したい。

Ａ：臨時交付金のKPI達成に有効であった Ｂ：臨時交付金のKPI達成にある程度有効であった Ｃ：臨時交付金のKPI達成に有効とはいえない
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指標 指標値 単位
目標
年月

実績値 事業効果 事業評価 意見

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業効果検証シート

№ 事業名

    事業概要
     ①目的・効果
     ②交付金を充当する経費内容
     ③積算根拠（対象数、単価等）
     ④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
＜予算＞

(円)

うち
交付金額
＜予算＞

(円)

事業
開始
年月

事業
完了
年月

重要業績評価指標(KPI) 事業終了後の実績値
実績を踏まえた事業の
今後について(自己評価) 有識者会議での評価

担当部課

今後の方針及び理由

Ａ：臨時交付金のKPI達成に有効であった Ｂ：臨時交付金のKPI達成にある程度有効であった Ｃ：臨時交付金のKPI達成に有効とはいえない

4

新型コロナ
ウイルス感
染症予防対
策事業

①コロナ禍において、町有施設、診療所の衛
生環境を保つため、CO2センサー、コロナ検
査キット、マスク、消毒液、消毒液噴霧器など
基本的感染予防対策消耗品、備品を購入、さ
らに学校の教室等を抗菌コーティングし感染
予防対策を実施
②CO2センサー、コロナ検査キット、マスク、
消毒液、消毒液噴霧器等購入費及び抗菌
コーティング業務委託費
③
町有施設等　50箇所×20本×2,500円／（消
毒液）、1,200枚×150円／（マスク）、40台×
33,000円／（自動消毒液噴霧器等）、150室×
20,000円、（CO2センサー）、1,000セット×
2,000円（コロナ検査キット）、104部屋一式
3,000千円（小中学校教室抗菌コーティング）
④まんのう町、小中学生・教員等

12,000,000 12,000,000 R4.4 R5.2

(消毒液)50施設20本づつ購入
(マスク)1,200枚購入
(自動消毒液噴霧器等)40台購入
(CO2センサー)150台購入
(コロナ検査キット)1,000セット
購入
(小中学校教室抗菌コーティン
グ)104部屋抗菌コーティング実
施

12,000,000 円 R5.3 6,809,985

●事業実績
　消耗品等　1,459,585円
　ｺｰﾃｨﾝｸﾞ事業
　　　　　　2,833,600円
　CO2ｾﾝｻｰ　 2,516,800円
　　計　　　6,809,985円
コロナ感染症対策として、
マスク、アルコール消毒液
などの消耗品の購入、小中
学校などの教室（机も含
む）の抗菌コーティング、
各教室に適切な換気を行う
ためのCO2測定器を設置し、
子供たちが安心して通学、
通園できるようにすること
で、子どもたちの保育学習
環境の維持にも有効であっ
た。

Ａ＝54％

Ｂ＝46％

Ｃ＝0％

●消耗品等の事業実績
が約1/4と大幅に少な
い。
●R2，R3のような新型
コロナウイルスの脅威
は薄れているがインフ
ルエンザは感染予防は
必要。実績率は56％程
であるが、ある程度有
効であったと思いま
す。
●新型コロナのパンデ
ミックにより、今回の
対策は重要なものと考
えます。ただ、次なる
未知のウイルスが拡が
る可能性がある事から
リスク対策として、今
後も対応ができる様メ
ンテナンスを行ってい
く必要があるものと考
えます。
●感染予防に効果が
あった。

総務課
学校教育課

5

主食用米生
産継続臨時
支援交付金
事業（R3補
正予算充
当）

①長引くコロナ禍の中、外食需要の減少など
により、米の在庫が膨らみ米概算金が大幅な
下落をしている。その影響を受けた町内の稲
作農業者（法人含む）に対して、臨時的に支
援金を支給して、次期作に向けた生産意欲の
向上と営農継続を支援する。
②一反（10a）あたり5,500円を支給（上限100
万円）
※ただし、自家消費一反（10a）は差し引く。
③交付金　　67,830ａ×5,500円＝37,307千
円、事務費等　6,000千円（委託料、手数料
等）、交付金合計　43,307千円
　（※単独支給　22,170ａ×5,500円＝12,193
千円→その他財源＜財政調整基金充当）
【上記のうち　38,307千円、国R3予算】
④令和3年度に作付けをした町内稲作農業者
（法人含む）

50,500,000 38,307,000 R4.4 R5.1

令和3年度に作付けした田
67,830ａ×5,500円＝37,307千円
事務費等　6,000千円（委託料、
手数料等）
交付金合計　43,307千円
【うちコロナ交付金充当38,307
千円】

43,307,000 円 R5.3 35,388,210

●給付実績
885人(法人含む):59007a
31,812,000円　給付費
   276,210円　手数料
 3,300,000円　委託料
計　35,388,210円

コロナの影響により低迷す
る米価格の影響を受けてい
る米作農家に対して耕作面
積に応じた支援を行うこと
にで米作農家の経営の安定
及び耕作意欲の向上に寄与
できた。

Ａ＝85％

Ｂ＝0％

Ｃ＝15％

●直接的な経済支援と
なっている。
●物価高騰の影響もあ
り、十分な支援であっ
たと思います。
●外食産業がコロナ禍
においては低迷したの
は事実だと思うが、コ
ロナ禍に拘わらず、米
の需要が低下している
のは事実であり、休耕
田の利活用や営農団体
の組成や、株式会社の
参入など、根本的な戦
略の練り直しが必要な
ものと考えます。「ま
んのうコシヒカリ」と
いうブランド米の活用
を多角的考えるべきで
は？
●農家にとって、一定
の効果があった。

農林課

6
出産祝臨時
給付金事業

①令和4年4月1日から令和5年3月31日の間
に生まれた子ども一人につき10万円を、特に
コロナ感染の拡大の影響による収入減が、生
活に大きな影響を及ぼす新生児の保護者の
世帯に対して緊急の支援を行う。
②新生児、一人につき10万円を支給
③新生児　92人×100千円＝9,200千円
・消耗品費・通信運搬費・口座振替手数料
100千円
④新生児の保護者等

9,300,000 9,300,000 R4.4 R5.3
新生児92人に対し一人当たり10
万円を給付、給付率100％
(諸雑費10万円除く)

9,200,000 円 R5.3 7,800,000

●給付実績
新生児　78人
昨年度に引き続き実施した
事業であるが、R4.4.2～
R5.3.31までに生まれた子ど
も一人につき10万円を保護
者等に支給し、特にコロナ
感染の拡大の影響による収
入減が、生活に大きな影響
を及ぼす子育て世帯に対し
て緊急の支援ができ、効果
があったと思われる。

Ａ＝100％

Ｂ＝0％

Ｃ＝0％

●直接的な経済支援と
なっている。
●将来の人口減少に対
して有効であると思い
ます。
●良い施策だったと思
いますが、コロナ禍が
明けた後にも同様の観
点での施策の検討が必
要なものと考えます。
●効果があり、重要な
事業であると考える。

福祉保険課

想定していたほど出生数
が伸びず、対予算で85％
程度の事業費となった
が、出生した対象新生児
の保護者には、100％支
給できた。
まんのう町で産み、育て
ていただけるように、今
後も子育て支援の事業の
模索、研究していく必要
がある。

昨年度に引き続き、こど
も園、小中学校の感染症
対策を実施したが、今年
度も交付金を有効に活用
し、感染予防対策用品の
購入などを通じて更に安
心して過ごせる環境を再
構築できた事は評価いた
だけると思う。今後も、
継続して感染予防対策を
講じて行きたい。

主食用米需要の先細りに
より販売価格の低迷が続
くと推察されるが、本町
の主要産業である稲作を
継続するために必要な施
策を農業経営者と協議を
進め、行政支援が必要な
場面では適切な対応を検
討する。
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指標 指標値 単位
目標
年月

実績値 事業効果 事業評価 意見

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業効果検証シート

№ 事業名

    事業概要
     ①目的・効果
     ②交付金を充当する経費内容
     ③積算根拠（対象数、単価等）
     ④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
＜予算＞

(円)

うち
交付金額
＜予算＞

(円)

事業
開始
年月

事業
完了
年月

重要業績評価指標(KPI) 事業終了後の実績値
実績を踏まえた事業の
今後について(自己評価) 有識者会議での評価

担当部課

今後の方針及び理由

Ａ：臨時交付金のKPI達成に有効であった Ｂ：臨時交付金のKPI達成にある程度有効であった Ｃ：臨時交付金のKPI達成に有効とはいえない

7
奨学生生活
応援金事業

①コロナ禍により、バイト等ができず収入減と
なっている奨学金を受けている町出身の大学
生等に援助金を支給することで、緊急の生活
援助を図る
②大学生等一人につき50千円を支給
③援助金　200人×50千円＝10,000千円
④大学生等

10,000,000 10,000,000 R4.4 R5.3
大学生等200人に対し一人当たり
5万円を支給、支給率100％

10,000,000 円 R5.3 4,600,000

●給付実績
92名
コロナ臨時交付金を有効に
活用して、バイト代等収入
の減少を補うことにより、
生活の支援ができたと考え
る。

Ａ＝69％

Ｂ＝23％

Ｃ＝8％

●直接的な経済支援と
なっているが、対象者
全てかは不明。
●町村ならではのきめ
細かいサポートよいと
思う。
●コロナ禍で影響を受
けた学生は多い。ある
程度有効であったと思
います。
●高い給付率であり十
分な効果があったと考
えます。
●良い施策だと考えま
す。今後もＵターンの
働きかけの一助とし
て、まんのう町の特産
品を年に一度送付する
取組を検討するのも良
いのではないかと思い
ます。（他の自治体で
の取組例あり）
●対象者200人に対し
実績が92人となってい
る。本人が辞退してい
るのでなければ、情報
が届いていないのでは
ないか。
●92名は決して少なく
ない人数であり効果は
あった。

学校教育課

8

非課税世帯
等臨時特別
給付金事業
（町単独上
乗せ分）

①コロナ禍において原油価格や物価高騰に
直面する低所得者世帯の負担軽減を図る
②非課税世帯（国5万円に上乗せ）、一世帯
につき30千円を支給
　非課税世帯（国5万円受給できない世帯）、
一世帯につき80千円を支給＜扶養にとられ
ている世帯＞
　均等割世帯、一世帯につき80千円を支給
※なお、非課税世帯であることの審査は町で
実施します
③給付金　・非課税世帯　1,800世帯×30千
円＝54,000千円
・非課税世帯（扶養とられている）　400世帯×
80千円＝32,000千円
・均等割世帯　650世帯×80千円＝52,000千
円
印刷製本費・口座振替手数等　計1,000千円
【上記のうち　40,000千円、国R4予算⑤】
④非課税世帯、均等割世帯などの低所得世
帯

139,000,000 139,000,000 R4.10 R5.2

・非課税世帯（国5万円に上乗
せ）
　　　　：1800世帯×3万円
・非課税世帯（国5万円受給でき
ない被扶養者世帯）
　　　　：400世帯×8万円
・均等割世帯
　　　　：650世帯×8万円

すべて支給率100％
（事務費100万円除く）

138,000,000 円 R5.3 112,870,000

●実対象世帯
3万円対象世帯：1894世
帯
8万円対象世帯：775世帯
計　2669世帯
●給付実績
3万円：1837世帯
8万円：722世帯
計　2559世帯
給付率
2559/2669=95.9%

町で把握している対象者
の口座情報を利用し、
プッシュ型を主体とした
給付を行い全体で世帯で
95.9％の給付率となっ
た。
年末年始から年度末に掛
けての何かと入用の時期
に早急に給付が行うこと
ができ、物価高騰に苦し
む住民の皆様の一助と
なった。

Ａ＝85％

Ｂ＝15％

Ｃ＝0％

●経済負担が増加する
中直接的な経済支援と
なっている。
●プッシュ型による給
付はスピーディでよ
い。
●高い給付率であり、
十分な効果があったと
考えます。
●95.9％の給付率は非
常に高い。

福祉保険課

光熱費、物価、収入の減
少などで苦しむ学生に対
して支援を行うことに
よって、本旨である学業
への悪影響を少しでも軽
減できるような支援を
行っていきたい。

通知送付しても返事がな
い世帯には、通知を再度
送付し、口座の届出につ
いて慫慂したりして、出
来るだけ多くの対象者に
給付できるように丁寧に
事業が実施できたと考え
る。当初予算計上してい
た支給対象世帯より、実
際の対象世帯は少なく、
実績金額が指標金額より
大幅に少なくなったが、
実際の対象世帯の95.9％
の給付が実施できた。
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指標 指標値 単位
目標
年月

実績値 事業効果 事業評価 意見

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業効果検証シート

№ 事業名

    事業概要
     ①目的・効果
     ②交付金を充当する経費内容
     ③積算根拠（対象数、単価等）
     ④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
＜予算＞

(円)

うち
交付金額
＜予算＞

(円)

事業
開始
年月

事業
完了
年月

重要業績評価指標(KPI) 事業終了後の実績値
実績を踏まえた事業の
今後について(自己評価) 有識者会議での評価

担当部課

今後の方針及び理由

Ａ：臨時交付金のKPI達成に有効であった Ｂ：臨時交付金のKPI達成にある程度有効であった Ｃ：臨時交付金のKPI達成に有効とはいえない

10
畜産農家経
営継続支援
事業

①コロナ禍において、配合飼料価格高騰等の
影響を受けた畜産経営者に支援金（１経営者
に対し１０万円から５０万円）を支給し、経営
継続を支援する（県の１経営者５０万円支給
に上乗せ)
※なお、支給対象者の審査は町で実施しま
す
②町内畜産経営者に支援金を支給
③500千円×3戸（乳牛2戸＋肉牛1戸）＝
1,500千円
　400千円×2戸（乳牛1戸＋肉牛1戸）＝800
千円
　300千円×5戸（乳牛1戸＋肉牛2戸＋ﾌﾞﾛｲ
ﾗｰ2戸）＝1,500千円
　200千円×10戸（肉牛4戸＋採卵2戸＋ﾌﾞﾛｲ
ﾗｰ4戸）＝2,000千円
　100千円×2戸（肉牛1戸＋採卵1戸）＝200
千円
④町内畜産経営者

6,000,000 6,000,000 R4.10 R5.3

500千円×3戸(乳牛2戸＋肉牛1
戸)=1,500千円
400千円×2戸(乳牛1戸＋肉牛1
戸)=800千円
300千円×5戸(乳牛1戸＋肉牛2戸
＋ﾌﾞﾛｲﾗｰ2戸)=1,500千円
200千円×11戸(肉牛4戸＋採卵2戸
＋ﾌﾞﾛｲﾗｰ5戸)=2,200千円
100千円×2戸(肉牛1戸＋採卵1
戸)=200千円
すべて支給率100％
【基準】
500千円(牛200以上,鶏30万以上)
400千円
(牛100～199,鶏20万～30万未満)
300千円
(牛50～99,鶏10万～20万未満)
200千円
(牛10～49,鶏1万～10万未満)
100千円
(牛10未満,鶏1万未満)

6,000,000 円 R5.3 5,100,000

●給付実績
鶏：10件
肉：13件
今回の事業費については、
想定より少ない実績となっ
たが、そのほとんどを輸入
に頼る配合飼料高に苦しむ
畜産農家への支援となり、
経営の安定に寄与できた。

Ａ＝85％

Ｂ＝15％

Ｃ＝0％

●直接的な経済支援と
なっている。
●畜産業は近隣市町村
と比較しても盛んな産
業であり、支援につな
げられている点は良い
と思います。
●コロナ禍による飼料
価格高騰の負担は大き
かったと思われるが、
ひまわり鶏などのまん
のう独自のブランドの
展開に向けた対応も必
要と考えます。流通先
の確保に向けた戦略も
検討いただきたい。
（現状郵便局ネット
ワークとマルナカ（県
内一部）のみ）
●円安が進む中、重要
な事業であり効果あ
り。

農林課

企画政策課

Ａ＝62％

Ｂ＝38％

Ｃ＝0％

①コロナ禍において、原油価格の上昇や物価
高騰に直面する町内の交通・運送事業者が
所有する貨物自動車（軽自動車含）、バス・タ
クシー、トラックの車両台数に応じて支援金を
交付して支援する
②町内の交通・運送事業者に車種に応じて
支援金を支給
③・貨物自動車運送事業の用に供する車両
　60,000円／台×170台＝10,200千円
　4.5ｔ未満30,000円／台×42台＝1,260千円
・貨物軽自動車運送事業の用に供する車両
　30,000円／台×50台＝1,500千円
・バス車両　100,000円／台×10台＝1,000千
円
・タクシー　50,000円／台×31台＝1,550千円
④町内の交通・運送事業者

運送事業者
支援事業

9

高止まりしたままの燃料
価格について、政府の補
助は続いているものも、
５年４月以降は未定で、
混沌としたウクライナ、
中東の情勢など、燃料の
ほとんどを海外に依存し
ている我が国にとって、
明るい材料は見当たらな
い。2024年問題等運送業
界は暗い話題ばかりであ
り、今後も何等かの支援
の検討は必要と考える。

●給付実績
①111台　6,660,000円
② 81台　2,430,000円
③ 10台　  300,000円
④ 10台　1,000,000円
⑤ 14台　  700,000円
計231台 11,090,000円
想定より、大幅に少ない実
績となったが、法人から個
人事業主まで広く申請があ
り、高止まりする燃料費に
対する支援を行うことがで
きた。

11,090,000R5.3円15,510,000

①貨物自動車運送事業の用に供
する車両
　60,000円/台×170台=10,200千
円
②4.5ｔ未満30,000円/台×42台
=1,260千円
③貨物軽自動車運送事業の用に
供する車両
　30,000円/台×50台=1,500千円
④バス車両
　100,000円/台×10台=1,000千円
⑤タクシー
　50,000円/台×31台=1,550千円
すべて支給率100％

●直接的な経済支援で
あるが、実績がやや少
ない。2024年問題は新
たな支援対策は必要と
考える
●想定に比べて実績が
伸びなかった要因につ
いて検討し、申請の煩
雑さなどがあるようで
あれば改善できると良
い。
●コロナ禍で打撃を受
けた産業であり、有効
な施策であったと思い
ます。
●コロナ禍に拘わら
ず、人口密度が県下で
も最も低いまんのう町
エリアでは、2024年問
題が無くとも配送網の
維持が困難な地域で
す。（宅配大手各社で
拠点はＪＰを除きヤマ
トの一か所のみ）コロ
ナ禍に拘わらず、まん
のうエリアでの物流
ネットワークの議論を
進める必要があるもの
と考えます。（自治体
とＪＡ、日本郵便が連
携しての、町内ネット
ワークの確保。）
●事業者からは、燃料
代だけでなく点検●整
備費用も高くなってい
ると聞くところであ
り、公共交通・物流を
守るためにも、支援策
の継続が望まれると思
う。
●事業者にとって効果
があり、ＫＰＩ達成に
有効であった。

R5.1R4.1015,510,00015,510,000

現在、長引く円安や不安
定な国際情勢による飼料
価格の高騰は、畜産農家
の経営にダメージを与え
ているが、今後もこの傾
向は続くと見られ、行政
支援が必要な場面では適
切な対応を検討する。



5/5

指標 指標値 単位
目標
年月

実績値 事業効果 事業評価 意見

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業効果検証シート

№ 事業名

    事業概要
     ①目的・効果
     ②交付金を充当する経費内容
     ③積算根拠（対象数、単価等）
     ④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
＜予算＞

(円)

うち
交付金額
＜予算＞

(円)

事業
開始
年月

事業
完了
年月

重要業績評価指標(KPI) 事業終了後の実績値
実績を踏まえた事業の
今後について(自己評価) 有識者会議での評価

担当部課

今後の方針及び理由

Ａ：臨時交付金のKPI達成に有効であった Ｂ：臨時交付金のKPI達成にある程度有効であった Ｃ：臨時交付金のKPI達成に有効とはいえない

11

農業用資材
等高騰対策
臨時支援事
業（R4予備
費・重点交
付金充当）

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の
影響を受けた農業に対し、支援を行うため、
農業を生業とする販売農家に支援金を交付
し、農業継続支援を実施（米・野菜・麦等の販
売農家）
②米・野菜・麦等の販売農家に対し一反
（10a）あたり3,000円を支給（上限500千円）
※ただし、経営耕地面積三反以上又は農産
物販売金額500千円以上の販売農家
③交付金　　20,000反×3,000円＝60,000千
円、委託料・手数料3,300千円
【上記のうち　40,000千円、国R4予算⑥】
④町内販売農業者（法人含む）

40,000,000 40,000,000 R4.10 R5.3

20,000反×3,000円＝60,000千円
事務費等　3,300千円(委託料、
手数料等)
【うちコロナ交付金充当40,000
千円】

40,000,000 円 R5.3 26,893,080

●給付実績
602人(法人含む):77974a
23,392,000円　給付費
   201,080円　手数料
 3,300,000円　委託料
計　26,893,080円
今回の事業費については、
想定より少ない実績となっ
たが、肥料、農業用資材な
どの原材料費の高騰に苦し
む販売農家への支援を行う
ことにより、継続営農の環
境を提供できた。

Ａ＝54％

Ｂ＝38％

Ｃ＝8％

●直接的な経済支援で
あるが、実績が少な
い。
●実施率67％ですが、
農業にかかわっている
人は比較的多い。ある
程度有効であったと思
います。
●新型コロナと直結す
るかどうかは、考える
余地があるものと考え
ます。
●ある程度有効であっ
た。

農林課

12

社会福祉施
設等物価高
騰対策支援
事業

①コロナ禍において、エネルギー・食料品価
格の高騰に直面する介護・障害者福祉サー
ビス施設等に対して補助金を交付して支援
②介護及び障害福祉サービスの種別によっ
て、100千円から500千円の間で、補助金を交
付
③介護施設系サービス300千円×20箇所＝
6,000千円
　介護通所系サービス150千円×10箇所＝
1,500千円
　介護訪問系サービス100千円×10箇所＝
1,000千円
　障害通所系サービス150千円×2箇所＝300
千円
　障害訪問系サービス100千円×2箇所＝200
千円
④町内介護・障害福祉サービス事業者

9,000,000 9,000,000 R4.10 R5.1

①介護施設系サービス300千円×
20箇所＝6,000千円
②介護通所系サービス150千円×
10箇所＝1,500千円
③介護訪問系サービス100千円×
10箇所＝1,000千円
④障害通所系サービス150千円×2
箇所＝300千円

障害訪問系サービス100千円×2
箇所＝200千円
すべて支給率100％

9,000,000 円 R5.3 7,150,000

●給付実績
①11箇所　3,300,000円
②14箇所　2,100,000円
③13箇所　1,300,000円
④1 箇所　  150,000円
⑤3 箇所　  300,000円
計42箇所　7,150,000円
実績は当初計画時に推計し
ていた箇所数より少なく
なったが、休止中であった
り、閉鎖していたりして、
指標としていた箇所数より
少しへり、事業費は大幅に
不要となった。

Ａ＝85％

Ｂ＝15％

Ｃ＝0％

●直接的な経済支援と
なっている。
●介護施設はある程度
収入が限られている中
で運営しており、エネ
ルギー高騰などの影響
は打撃が大きい。有効
であったと思います。
●コロナ禍により老齢
者施設は、大変な負担
があり適切な施策で
あったと考えます。
●介護職員等の各資格
の更新や取得費用への
補助を行っている自治
体があると聞く。継続
した支援として、もし
無いのであれば検討し
ても良いのではない
か。
●実績の理由を考える
と効果あり。

福祉保険課

318,989,875

3,988,600

※１情報非開示

　集計対象となる事業所（企業等）数が少数である為、事業実績をそのまま公表すると対象が特定される恐れがある為、該当数値を秘匿しております。

現在、長引く円安や不安
定な国際情勢による資材
価格の高騰は、耕種農家
の経営にダメージを与え
ているが、今後もこの傾
向は続くと見られ、行政
支援が必要な場面では適
切な対応を検討する。

エネルギー、原材料費の
高騰により、苦しい経営
が強いられている介護事
業者への支援を通じて、
処遇改善が求められてい
る介護職員へのしわ寄せ
が少しでも軽減されるこ
ととなればと考える。

※１ 情報非開示


